
NotebookLM 

高市早苗総理大臣と城内実成長戦略担当大臣が策定すると推測される「日本成長

戦略」に関する 3 つのレポート（Perplexity, Gemini, ChatGPT）の共通点と相違点を以

下にまとめます。 

 

3 つのレポートの共通点 

すべてのレポートは、高市・城内政権の成長戦略が、戦後の日本の主流経済政策か

らの根本的な転換を目指す壮大な国家プロジェクトであるという認識で一致していま

す [A: 1, 13, 15; B: 31, 60; C: 81, 103]。 

1. 経済哲学の核心と目標 

• 「責任ある積極財政」の採用:  

o 3 つのレポート全てが、この政権の経済政策の根幹を「責任ある積極

財政」と定義しています [A: 1, 3; B: 35, 36; C: 81, 86]。 

o この「責任」は、財政収支ではなく、国家の成長と国民生活に対する責

任を指すと分析されています [A: 1; B: 35, 36]。 

• 「高圧経済」の志向:  

o 名目経済成長率が長期金利を上回る状態（G>R）を維持することで、デ

フレマインドを打破し、企業の投資意欲と賃金を底上げすることを目指

す「高圧経済」が目標とされています [A: 2, 14; B: 36, 54; C: 86]。 

• 緊縮財政路線の否定:  

o 過去数十年にわたる新自由主義的コンセンサスや、デフレ下での緊縮

財政（特に財務省主導のプライマリーバランス黒字化目標）を経済停

滞の主要因として否定する姿勢を、両氏が共有していると指摘されて

います [B: 31, 34, 36; C: 86]。 

2. 成長戦略の柱となる重点投資分野 

高市政権の成長戦略は、戦略分野への集中的な国家主導の投資を核としており、以

下の分野が共通して重要視されています。 

• 経済安全保障の最優先:  



o 経済安全保障、食料安全保障、エネルギー安全保障が統合された国

家戦略の中核に位置づけられています [A: 2, 3, 14; B: 32, 42; C: 82, 

92, 99]。 

o 特に、AI、半導体、量子技術、核融合・次世代エネルギーといった先端

技術・戦略分野への大規模な資本投入と国家の主導的な介入が予測

されています [A: 3, 4, 14; B: 32, 47; C: 82, 97]。 

• インフラ・国土強靭化:  

o 危機管理と成長を一体化させた国土強靭化投資が、大規模かつ長期

的な公共投資として計画されていると指摘されています [A: 7, 14; B: 

32, 40; C: 81]。 

3. 政策実行の方向性 

• 金融緩和の維持:  

o 実質賃金が十分に上昇するまで、日本銀行（日銀）に金融緩和の継続

を求め、早期の利上げを牽制する姿勢が示されています [A: 7, 8; B: 

50; C: 88]。 

o 金融政策を含むマクロ経済政策の最終責任は政府が持つという、高

市氏の明確な立場が共通して言及されています [A: 7, 14; B: 37, 50; 

C: 88]。 

• 生活者・中小企業支援:  

o 物価高騰対策として、ガソリン税の暫定税率廃止（または補助金による

抑制）[A: 6; C: 87]、赤字中小企業・農林水産業への直接支援 [A: 7; 

B: 40; C: 87]、そして給付付き税額控除の導入検討 [A: 6, 9; B: 40; C: 

87]など、迅速な需要サイド支援策が共通して予測されています。 

4. 高市氏と城内氏の役割分担 

• 高市氏は国家の総合力強化と安全保障、技術主権の確立を重視 [A: 5, 14; 

C: 81, 103]。 

• 城内氏は「万民幸福」の理念に基づき [A: 8; C: 81]、経済ナショナリズムの観

点から中小企業、農林水産業、地方経済の再生と保護を重視する役割 [B: 

32, 34, 45; C: 81, 83, 94]を果たしていると分析されています。 

 

3 つのレポートの相違点 



各レポートは共通の土台を持ちつつも、その分析の焦点、リスク評価、そして戦略の

柱の定義において違いが見られます。 

比較

項目 
レポート A (Perplexity) レポート B (Gemini) レポート C (ChatGPT) 

戦略

の三

本柱

の定

義 

1. 危機管理投資 (安全

保障/食料/エネルギー) 

[A: 2, 14] 2. 成長投資 

(戦略分野への集中) [A: 

2, 4] 3. 人材投資 (科学

技術立国の再興) [A: 2, 

5] 

1. 戦略的財政拡張 (国

土強靭化、需要支援) [B: 

32, 40] 2. 国家権力の中

核としての経済安全保障 

(技術覇権追求) [B: 32, 

42] 3. 国内産業基盤の

再活性化 (中小企業/農

林水産業) [B: 32, 45] 

レポート内で明確な三本

柱の名称はないが、 イ

ノベーション・先端技術 

[C: 82]、財政・金融 [C: 

86]、労働市場・社会改

革 [C: 89] を包括的に

分析。 

政

治・

統治

構造

への

分析

焦点 

矛盾を前提とする国家モ

デルの再設計 [A: 13, 

15]。 「支配装置」から「推

進装置」への再定義 [A: 

1]。 政治が経済、制度、

国民心理を制御する「国

家の OS 更新」 [A: 16]。 

財務省の権威と日銀の

独立性に対する正面か

らの挑戦 [B: 31, 49, 

50]。 政治主導による

「財政民主主義の奪還」

を目指すイデオロギー的

プロジェクト [B: 34, 37]。 

官僚組織の縦割りを排

し、首相直轄で政策を動

かす政治主導の徹底 

[C: 85]。 「戦略目的に

即したメリハリのある規

制改革」（攻めと守り）の

推進 [C: 84]。 

リスク

評価

とトー

ン 

少数与党による制約、イ

ンフレ・金利上昇リスク、

供給力強化の不確実性を

指摘 [A: 12, 13]。 矛盾

の統治という哲学的視点

で締めくくる [A: 15]。 

「日本版トラス・ショック」

のリスクを強調 [B: 31, 

51, 54]。 国際金融市場

の信認を失う極めて高い

リスクを持つ「ハイステー

クスな国家プロジェクト」

と結論づける [B: 31, 54, 

60]。 

国債発行や原発再稼働

などでの政治的調整の

難しさや、柔軟な舵取り

の必要性を指摘 [C: 

104]。 総じて包括的な

処方箋として評価 [C: 

103]。 

城内

氏の

思想

の強

調点 

「万民幸福」の理念と高市

氏の「頑張る人が報われ

る」理念の融合 [A: 8, 9, 

14]。 

郵政民営化への猛烈な

反対に見られる経済ナシ

ョナリズムと反グローバ

リズム [B: 34, 39, 45]。

中小企業を「日本の経済

を支えるわざ」と位置づ

ける [B: 45]。 

中小企業の技術力を重

視し、「弱肉強食の社

会」を招いた市場原理主

義を批判する点 [C: 81, 

83]。 



個別

政策

の深

掘り 

危機管理投資の具体的

な分野（核融合、ペロブス

カイト太陽電池、食料安

保の詳細な施策）を詳細

に列挙 [A: 3, 4]。 

ラピダスへの大規模支

援を経済安全保障の象

徴として詳細に分析 [B: 

42, 47]。 

労働市場改革（女性活

躍、高齢者雇用、外国人

労働者政策）や教育・科

学技術・デジタル政策に

関する議論（AI 基本法、

徳育教育）に踏み込んで

いる [C: 89, 96, 97]。 
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